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第１章 原子力災害医療の基本的な考え方 
 

  このマニュアルは、原子力災害対策指針及び「新潟県地域防災計画」（原子力災害

対策編）に基づき、原子力災害医療活動を実施するにあたって、その体制の整備及び

医療活動の内容、方法等を定めるものとする。 
 

１．原子力災害医療の基本方針 
原子力災害医療の基本理念は、「いつでも、どこでも、誰でも最善の医療を受け

られる」という命の視点に立った救急医療と、医療対応の能力を上回る多数傷病者

の発生を伴う災害にあっては「最大多数に最大の利益を」という災害医療の原則に

立脚することである。 
具体的には、原子力発電所の従事者と周辺住民等を分け隔てなく、被ばく傷病者

等を平等に診療しなければならないという共通認識の下、原子力災害医療に携わる

関係者が適切な教育研修、訓練を受けることにより、被ばく傷病者等の搬送や診療

に際し不安を感じることなく、円滑かつ適切に診療できる体制を構築する。 
また、医療の視点からは、原子力災害時のみならず、原子力災害に至らなくても

被ばく傷病者等が発生する可能性があり、これらの場合でも対応できる体制とす

る。 
なお、事故の規模等によっては、緊急かつ多様な対応が必要とされることから、

日頃より関係者間でネットワークを構築しておくことにより、緊急時には関係機関

が有機的に連携し、効果的な原子力災害医療を実現できる体制の整備に努めるもの

とする。 
 

２ 原子力災害医療と一般医療の相違点 
原子力災害医療の実施にあたっては、一般医療との相違点に留意する。 

 (１）放射性物質による汚染等の測定と除染 
①患者を測定することにより、放射性物質による汚染や被ばくの有無を確認す

る。 
②患者に放射性物質による汚染がある場合には、除染を行う。ただし、人命尊重

 の観点から、除染よりも救命が最優先されることに留意する。 
（２）汚染管理及び放射線防護の必要性 

①医療関係者及び搬送関係者の被ばく線量管理を行うとともに、被ばく線量の低

 減を図るなど、放射線防護対策を行う。 
②医療機関の機器、壁、床及び救急自動車等の汚染防止、他所への汚染拡大防止

 等の対策を行う。 
③使用した資機材等については、除染の有無を確認し、除染が確認された物品に

 ついては保管し、原子力事業者へ引き渡す。 
（３）汚染創傷及び内部被ばくに対する処置 
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①汚染創傷に対する診断と治療（拭取り、洗浄等） 
②内部被ばくに対する診断と治療 
③尿、便、吐瀉物等の生体試料の管理 

（４）推定線量に基づく治療方針の策定 
県が指定した原子力災害拠点病院及び県が原子力災害医療協力機関に登録した

医療機関（以下「原子力災害医療機関」という）の医師は、被ばく傷病者等の臨

床症状のみならず、推定被ばく線量を考慮して治療方針を策定する。その際、必

要に応じて、原子力災害拠点病院、高度被ばく医療支援センター、基幹高度被ば

く医療支援センター又は原子力災害医療・総合支援センターの専門家より、指導

・助言を得る。 
 

３ 原子力災害医療体制 
原子力災害医療体制は、被ばく傷病者等の初期診療及び救急医療等を行う原子力

災害医療協力機関、被ばく患者等の除染処置などの入院診療等を行う原子力災害拠

点病院、重篤な被ばく患者等に対応する高度被ばく医療支援センター、基幹高度被

ばく医療支援センター及び原子力災害医療・総合支援センターからなり、それぞれ

の役割は以下に示すとおりである。 

 
表１ 原子力災害医療体制一覧 

区分 圏域 組織の名称 

  原子力災害医療 
     協力機関    

  
 
 
 
 
 

  下越  村上総合病院、県立新発田病院 

  新潟  新潟市民病院、下越病院、 
新潟県済生会済生会新潟病院 

  県央  済生会新潟県央基幹病院 

  中越  長岡赤十字病院、柏崎総合医療センター 
  魚沼  地域医療推進機構魚沼基幹病院、県立十日町病院 

  上越  県立中央病院、糸魚川総合病院 
  佐渡 佐渡総合病院 

 県全域 一般社団法人新潟県医師会、 
公益社団法人新潟県薬剤師会、 
公益社団法人新潟県看護協会、 
一般社団法人新潟県診療放射線技師会、 
日本赤十字社新潟県支部、 
株式会社千代田テクノル柏崎刈羽営業所 

    原子力災害 
     拠点病院※   

 県全域 
 

新潟大学医歯学総合病院（基幹病院） 
県立がんセンター新潟病院 

高度被ばく医療 
支援センター 

 県全域 
 

福島県立医科大学 
 



 - 3 -

基幹高度被ばく 

医療支援センター 

県全域 量子科学技術研究開発機構 

（量子医学・医療部門 高度被ばく医療センター） 

原子力災害医療･ 
総合支援センター 

 県全域 
 

福島県立医科大学 
 

 

（１）原子力災害医療協力機関 
原子力災害医療協力機関は、原子力災害時に県や原子力災害拠点病院が行う原

子力災害対策に協力する。 
県は、原子力災害医療協力機関の登録（リスト化）を行う。 
なお、原子力災害医療協力機関については、医療機関（病院、診療所等）と職

能団体等の医療機関以外の機関とで事情が異なる場合もあることから、それぞれ

の機関からどのような協力を得ることができるかを明確にしておく。 
  ・原子力災害医療協力機関に求められる機能 

 次に掲げる７項目の機能のうち、１項目以上の機能を有すること。 

 A）被ばく傷病者等の初期診療及び救急診療を行うことができること 

B) 国又は立地道府県等からの指示に基づき、避難住民等に対し、甲状腺被ば

  く線量モニタリングを実施することができる測定要員を保有し、その派遣体

  制を有すること。 

 C）原子力災害医療派遣チームを保有し、その派遣体制を有すること 
 D）救護所に医療従事者の派遣を行うことができること 
 E) 国又は立地道府県等からの指示に基づき、避難住民等に対し、避難退域時 

検査（スクリーニング）を実施することができる検査要員を保有し、その派 

遣体制を有すること。 

 F）立地道府県等が行う安定ヨウ素剤配布の支援を行うことができること 
 G）その他、原子力災害発生時に必要な支援を行うことができること 

（２）原子力災害拠点病院 
原子力災害拠点病院は、原子力災害時に被災地域の原子力災害医療の中心とな

って機能し、放射性物質による汚染や被ばくを伴う傷病者等（それらの疑いのあ

る者を含む。以下「被ばく傷病者等」という。）を受け入れ、適切な診療等を行

う。 
また、災害医療の知識、技能のほか、被ばく医療に係る専門的知見を有する医

師、看護師、診療放射線技師等から構成する「原子力災害医療派遣チーム」を編

成する。「原子力災害医療派遣チーム」の出動先は、原子力災害時に被災した立

地道府県等内の原子力災害拠点病院を基本とし、当該施設内において救急医療等

を行う。 
（３）高度被ばく医療支援センター、基幹高度被ばく医療支援センター 

高度被ばく医療支援センターは、原子力災害拠点病院では対応が困難な長期的

かつ専門的治療を要する被ばくを伴う傷病者並びに、除染が困難であり、二次汚
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染等を起こす可能性が高い被ばくを伴う傷病者の診療等を行うとともに、原子力

災害拠点病院等に対し、必要な診療支援、助言等が可能な専門家の派遣、高度専

門的な教育研修の実施等による支援を行う。 

基幹高度被ばく医療支援センターは、高度被ばく医療支援センターのうちの一

つで、中心的・先導的な役割を担い、平時では地域の中核となる医療従事者等へ

の高度専門的な教育研修を行うとともに、高度被ばく医療支援センター及び原子

力災害医療・総合支援センターに所属する医療従事者、専門技術者等を対象とす

る高度専門的な教育研修を行う。また、専門家ネットワークの構築をし、情報交

換のための会合を定期的に開催する。 
（４）原子力災害医療・総合支援センター 

原子力災害医療・総合支援センターは、「原子力災害医療派遣チーム」を編成

するのみならず、原子力災害時には当該チームが被災地域で効果的に活動できる

よう「原子力災害医療派遣チーム」に対する情報提供等の支援を行うほか、平時

から地域及び全国の原子力災害拠点病院等との連携及び協力体制を強化するため

のネットワークを構築し、情報交換等を行う。 
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図１ 原子力災害医療体制のフロー図 

 

 

 

※フロー図における、原子力災害医療協力機関及び原子力災害拠点病院の役割は下記

のとおりとする。なお、上位の医療機関に転院する際は、新潟県災害対策本部に転

院搬送を依頼する。 

 

（１）原子力災害医療協力機関 

〇受け入れる患者 

 ・OIL4（β線で40,000cpm）以下の傷病者（救急搬送、ウォークイン） 

〇実施する医療行為 

  ・傷病者の初期診療、治療、救命措置（必要に応じて体表面汚染検査） 

  ・拭き取り除染実施（必要に応じて） 

  ・鼻スメアによる内部被ばく検査 

  ・高度の被ばく（１Gy以上の被ばく）を受けた者かの確認の為の問診 

〇転院を考慮する基準 

  ・流水除染を必要とする場合 

  ・内部被ばくの可能性がある場合 

  ・汚染傷病者で入院が必要な場合 
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（２）原子力災害拠点病院 

〇受け入れる患者 

 ・汚染の有無にかかわらず、多発外傷、挫滅症候群、広範囲熱傷等の重篤な傷病

者に対し高度な診療を提供する。 

※主にOIL4（β線で40,000cpm）を超える被ばく傷病者の受入れ 

〇実施する医療行為 

 ・傷病者の治療、救命処置、集中治療・流水除染実施 

 ・WBCによる内部被ばく検査 

 ・汚染傷病者入院 

 ・高度の被ばくを受けた者への血液検査 

〇転院を考慮する基準 

  ・急性放射線障害 

  ・α核種内部汚染の可能性 

  ・除染困難な高度外部汚染 

   ※拠点病院を経由せず直接高度被ばく医療センターに搬送する可能性あり 
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第２章 原子力災害医療体制 
 

１ 保健医療教育部緊急時医療本部の概要 
（１）県災害対策本部には、保健医療教育部（部長：病院局長）が設置され、この保

健医療教育部には、原子力災害時に原子力災害医療を実施する緊急時医療本部

（本部長兼原子力災害医療調整官：行政医師）が設置される。 
 

（２）緊急時医療本部は、国の原子力災害医療派遣チーム（福島県立医科大学等）、

（一社）新潟県医師会、日本赤十字社新潟県支部、県柏崎地域振興局健康福祉

部、県福祉保健部地域医療政策課、医師・看護職員確保対策課、感染症対策・薬

務課、障害福祉課及び健康づくり支援課から派遣された者で構成される。（役割

分担は表２のとおり） 
 

（３）県災害対策本部設置までの対応や関係機関への連絡等については、「２ 原子

力災害発生時の初動対応」に記載する。 
 

（４）緊急時医療本部長は、避難所等に設置される救護所を運営する。また、適切な

原子力災害医療を確保するために、被ばく傷病者等の初期診療及び救急医療等を

行う原子力災害医療協力機関、被ばく患者等の除染処置などの入院診療等を行う

原子力災害拠点病院、重篤な被ばく患者等に対応する高度被ばく医療支援センタ

ー等の関係機関と緊密な連携をとり、総合的な判断と統一された見解の下に、周

辺住民に対し適切な医療活動を行う。 
 

（５）県の原子力災害医療体制は、「図２ 原子力災害医療体制」のとおりとする。 
 

（６）緊急時医療本部は、新潟県柏崎刈羽原子力防災センター（以下「防災センタ

ー」という。）に原子力災害合同対策協議会（※）が設置された場合、その運営

支援を行う「医療班」と一体的に活動する。（「医療班」は、原子力災害対策特

別措置法（以下「原災法」という。）第１５条による緊急事態宣言発出から緊急

事態解除宣言発出まで設置される。） 
 
    ※原子力災害合同対策協議会 
   原子力災害に対し適切に対応するためには、専門的な知見を要することから、国現

  地本部、県、関係市町村、原子力事業者、警察、消防、自衛隊、専門機関等の関係者

  が一体となって対応するため、柏崎刈羽原子力防災センターに原子力災害合同対策協

  議会を組織する。 
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図２  原子力災害医療体制 
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２ 原子力災害発生時の初動対応（県災害対策本部が設置されるまで） 
 新潟県地域防災計画（原子力災害対策編）に定められている第１次配備態勢又は

第２次配備態勢がとられた場合には、災害の進捗状況を考慮し迅速かつ的確な初動

対応がとれるよう、県福祉保健部地域医療政策課は原子力災害医療の関係機関に速

やかに連絡をとる。 
（詳細な内容は「原子力災害初動対応マニュアル」で別途定める。） 

表２ 保健医療教育部緊急時医療本部構成員の役割分担 

    構 成 員 主   な   役   割 

保健医療教育部長 
（県病院局長） 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

決定及び緊急時医療本部長への指示事項等 
 ・救護所の設置 
 ・住民検査班等の派遣 
  （住民検査班の出動順位と班数の決定） 
 ・原子力災害医療用資機材の確保と搬送の確認 
  （救護所におけるスクリーニング等の実施） 
 ・原子力災害医療協力機関及び原子力災害拠点病院   

   への被ばく患者の受入要請 
 ・安定ヨウ素剤の服用準備、搬送及び服用 
県災害対策本部長への報告事項 
 ・高度被ばく医療支援センターでの医療処置の必要性 
 ・県外関係機関への応援依頼の必要性 
※ 緊急時医療本部以外に飲食物規制班、社会福祉施設連

 絡班を総括する。 

緊急時医療本部長 兼 
原子力災害医療調整官 
 （※行政医師） 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

所管事項 
 ・救護所の運営 
 ・住民検査班等出動指示及び集合場所の指定 
 ・原子力災害医療用資機材の搬送指示及び搬送先の指定 

 ・住民検査班のスクリーニングポイントへの派遣及びス

クリーニング等実施の指示 
 ・被ばく傷病者等に対する専門的医療実施の必要性の判

  断 
 ・被ばく患者の原子力災害医療協力機関、原子力災害拠

  点病院、高度被ばく医療支援センター及び一般医療機

  関への搬送に際しての関係機関との連絡調整 
 ・原子力災害医療派遣チームの救護所・原子力災害拠点

  病院への派遣 
 ・救護所での医療活動から生じた汚染物の処分 
 ・安定ヨウ素剤（錠剤、ゼリー剤）の配布場所への搬送

指示 
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 ・安定ヨウ素剤（錠剤、ゼリー剤）の服用指示 
※ 原子力災害合同対策協議会の医療班責任者を兼務 

原子力災害医療派遣

チーム（福島県立医

科大学） 
 
 
 

放射線障害治療の専門知識を活用した助言・指導等 
 ・救護所での医療処置や安定ヨウ素剤の服用等 
 ・被ばく傷病者等に対する専門的医療の必要性と実際の

  対応 
 ・地元医療機関、地域住民の不安解消 
高度被ばく医療支援センターや県外関係機関との連絡調整 

（一社）新潟県医師

会 
住民検査班・救護班派遣等について県医師会本部との連絡

調整 

日本赤十字社 
新潟県支部 

日本赤十字社の救護班派遣等について新潟県支部本部との

連絡調整 
県柏崎地域振興局健

康福祉部 
管内の医療機関・関係団体等との連絡調整 
 

県地域医療政策課 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

緊急時医療本部及び原子力災害合同対策協議会医療班 
の所管業務についての総合的な連絡調整 
 ・県原子力災害対策本部内の各班 
 ・原子力災害合同対策協議会の各機能班 
 ・県庁福祉保健部、病院局 
 ・住民検査班構成機関 
 （県地域振興局健康福祉環境部等、県立病院等） 
 ・原子力災害拠点病院 
  （新潟大学医歯学総合病院・県立がんセンター新潟病院）

 ・原子力災害医療協力機関 
 ・患者搬送機関 
 ・その他関係機関 

県健康づくり支援課 周辺住民等の心身の健康相談体制の整備 
 

 

（１）勤務時間内の対応 
 この場合、第１次配備態勢では、関係機関に職場待機を要請又は依頼する。 
 また、第２次配備態勢では、福祉保健部副部長、地域医療政策課、医師・看護

職員確保対策課、感染症対策・薬務課、健康づくり支援課及び障害福祉課のあら

かじめ指定された職員は、県災害対策本部設置のため防災センターに移動する。

一方、県庁に残った地域医療政策課職員は、関係機関に防災センターへの集合、

あるいは職場待機を要請又は依頼する。 
 

（２）勤務時間外の対応 
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 この場合、第１次配備態勢では、県福祉保健部副部長、地域医療政策課、健康

づくり支援課及び障害福祉課のあらかじめ指定された職員が県庁に登庁し、関係

機関に自宅待機を要請又は依頼する。 
 また、第２次配備態勢では、県庁登庁後に県福祉保健部副部長、地域医療政策

課、医師・看護職員確保対策課、感染症対策・薬務課、健康づくり支援課及び障

害福祉課のあらかじめ指定された職員が、県災害対策本部設置のため防災センタ

ーに移動する。一方、県庁に残った地域医療政策課職員は、関係機関に防災セン

ターへの集合、あるいは職場待機又は自宅待機を要請又は依頼する。 

 
（３）第１次配備態勢、第２次配備態勢への対応 

  【第１次配備】（警戒体制） 

   

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 設置 
 基準 
 
 
 
 
 
 

〇 柏崎市又は刈羽村で、震度６弱以上を観測する地震が発生した

とき 
〇 柏崎市又は刈羽村の沿岸を含む津波予報区で、大津波警報が発

表されたとき 
〇 発電所周辺の環境放射線モニタリングによって、空間放射線量

率が１μＳｖ（マイクロシーベルト）／時を超える数値を検出し

たとき 
〇 安全協定に基づく異常時の連絡等により、特定事象に先行する

 事象が認められるとき 
〇 その他知事が必要と認めたとき 

 対応 
 
 
 
 
 

（勤務時間内） 
  関係機関全てに職場待機を要請又は依頼する。 
（勤務時間外） 
  県福祉保健部副部長、地域医療政策課、医師・看護職員確保対策

課、感染症対策・薬務課、健康づくり支援課及び障害福祉課のあら

かじめ指定された職員は県庁に登庁する。 

  関係機関全てに自宅待機を要請又は依頼する。 
 

 【第２次配備】（県災害対策本部設置） 

  
 
 
 
 
 
 
 

 設置 
 基準 
 
 
 
 
 
 

〇 発電所の事故により原災法第10条に基づく通報があったとき 
（例）原子炉の運転中に全ての給水機能が喪失した場合において、全て 

 の高圧の非常用の炉心冷却装置による注水ができないこと 
〇 原災法第15条に定める原子力緊急事態宣言発令の基準に達した

 とき 
（例）原子炉の非常停止が必要な場合において、制御棒の自動及び手動 

 挿入によって原子炉を停止できないこと又は停止が確認できないこと 

〇 その他知事が必要と認めたとき 
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 対応 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

（勤務時間内） 
①  県福祉保健部副部長及びあらかじめ指定された地域医療政策

課、医師・看護職員確保対策課、感染症対策・薬務課、健康づく

り支援課及び障害福祉課職員は、県災害対策本部設置のため、防

災センターに移動する。 
② 県災害対策本部(防災センター)への集合を要請又は依頼する。 
  緊急時医療本部構成員…（一社）新潟県医師会、 
             日本赤十字社新潟県支部、 
              県柏崎地域振興局健康福祉部、 
             原子力災害医療派遣チーム 
             （福島県立医科大学附属病院） 
             県地域医療政策課、 

医師・看護職員確保対策課、 

感染症対策・薬務課、 

健康づくり課、障害福祉課 
③ 職場待機を要請又は依頼する。 
   住民検査班（出動第１～第４順位）、救護班、安定ヨウ素剤班 
④ 職場待機を要請又は依頼する。 
   住民検査班（予備待機） 
⑤ 県病院局には災害状況について情報提供する。 

（勤務時間外） 
①  県福祉保健部副部長、地域医療政策課の全職員及びあらかじめ

指定された医師・看護職員確保対策課、感染症対策・薬務課、障

害福祉課及び健康づくり支援課職員は県庁に登庁する。そのうち

副部長、あらかじめ指定された地域医療政策課、医師・看護職員

確保対策課、感染症対策・薬務課、障害福祉課及び健康づくり支

援課職員は、県災害対策本部設置のため防災センターに移動す

る。 
②、③、⑤については、勤務時間内と同じ。④については、自宅待

機となる。 
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３．救護所の設置及び住民検査班、救護班の派遣 
（１）保健医療教育部長は、原子力発電所の周辺住民等が避難区域等から避難する際

に初期対応（汚染検査、診断・除染、応急手当及び安定ヨウ素剤服用等）を行う

必要があると認める場合は、県災害対策本部長の承認を得て、緊急時医療本部長

に指示し、スクリーニングポイントにおける初期対応のための体制を整備する。 
 

（２）県災害対策本部長の承認により、保健医療教育部長は、緊急時医療本部長に指

示し、緊急時医療本部長は、関係機関に対して、住民検査班及び救護班の派遣を

要請又は依頼する。その際は、「様式１ 原子力災害医療対策協力依頼書」（11

頁参照）をＦＡＸまたは電子メールで送信する。 
 
様式  １ 

原 子 力 災 害 医 療 対 策 協 力 依 頼 書 
 
                            第     号 
                                                      年  月  日 
           様 
                    新 潟 県 原 子 力 災 害 対 策 本 部 長  
                                 （保健医療教育部緊急時医療本部扱い） 
 
 今般の原子力事故に際して、原子力災害医療を実施するに当たり、下記により協

力されるようお願いします。 
 
                                   記 
 
 １．区 分  準備・派遣・提供 
  ２．内 容 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
区 分 

 
内    容 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 要  員 

 
（職種・員数・業務内容等） 

 
 資 機 材 

 
（目的・機種・台数等） 

 
 派遣先又は搬送先 

 
 

 
 そ の 他 
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４．住民検査班、被ばく医療班、救護班の編成及び資機材の確保等 
 スクリーニングポイントでは、住民検査班、救護班が初期対応を行う。 
 新潟大学医歯学総合病院及び県立がんセンター新潟病院においては、原子力災害

拠点病院における医療を行うため被ばく医療班を編成する。 
 住民検査班の編成基準及び編成数は、「新潟県避難退域時検査（スクリーニン

グ）・簡易除染マニュアル」による。なお、災害の規模や状況により住民検査班等

が不足し、又は不足すると予想される場合は、医師を除いた各要員を増強して対応

する。 
 

（１）被ばく医療班の編成 
 被ばく医療班は、新潟大学医歯学総合病院または県立がんセンター新潟病院の

職員で、医師２名（うち１名が班長、１名が班長代理）、看護師等３名、放射線

測定技術者３名、補助者２名、計１０名で構成される。 
 

（２）被ばく医療班の役割分担の概要 
  ①医 師 
    以下のことについて、高度被ばく医療支援センターの助言を得て対処する。 

ア  避難してきた住民のうち必要な者の診察（問診、視診）を行い、応急処置

の必要のある者、再測定の必要のある者、除染の必要のある者の振り分けを

行う。除染の必要な者は除染の指示を、治療が必要な者は、その指示を行

う。 
イ 被検者の汚染衣服等の適切な管理を指示する。 
ウ  被検者によっては、体内汚染等の有無の判別のため、尿又は血液等の生物

学的試料を採取するよう指示する。 
エ 高度被ばく医療支援センターへの転送が必要と判断した場合は、高度被ば

く医療支援センターの助言を得て緊急時医療本部長に報告する。また、転送

が円滑にされるよう配慮する。 
 

  ②看護師等 
ア 医師を補助し、避難してきた住民のうち必要な者に対し必要な応急処置を

行う。 
イ  尿又は血液等の生物学的試料を採取する。 
ウ 避難してきた住民のうち必要な者の除染を医師の指示の下に実施する。 

 

  ③放射線測定技術者 
 避難してきた住民のうち必要な者の身体汚染検査やホールボディカウンタに

よる全身計測等を行う。 
 

  ④補助者 
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ア 測定記録票等の記載・整理を行う。 
イ その他の補助を行う。 

（３）被ばく医療班の集合場所 
 被ばく医療班は、出動要請を受けたときは、速やかに新潟大学医歯学総合病院

または県立がんセンター新潟病院に集合する。 

 

（４）救護班の編成 
 救護班は、あらかじめ救護班の編成を依頼している医療機関から派遣される職

員で構成され、１班あたり５名（医師１名、看護師２名、薬剤師１名、補助者１

名）とする。 
 業務については、「災害時医療救護活動マニュアル」に定めるとおりとし、出

動依頼を受けたときは、緊急時医療本部長が指定した場所に速やかに集合する。 
 災害の状況によっては、緊急時医療本部長は新潟県医師会長に応援要請を行

う。 
 

（５）原子力災害医療活動用資機材の確保及び搬送 
①原子力災害医療活動用資機材の確保 
原子力災害時の医療活動用資機材は、緊急時医療本部が確保する。 
ア 保健医療教育部長は、原子力災害医療活動に必要な資機材名及び数量を把

握し、緊急時医療本部長に対し当該資機材の確保を指示する。 
イ 緊急時医療本部長は、別表に定める「原子力災害医療活動用資機材の確

保」に掲げる方法により、必要な資機材を確保する。 
 

  ②原子力災害医療活動用資機材の搬送 
ア 緊急時医療本部長は、保健医療教育部長の指示により、初期対応に必要な

資機材をスクリーニングポイント等に搬送する。原子力災害拠点病院におけ

る医療に必要な資機材は新潟大学医歯学総合病院または県立がんセンター新

潟病院に搬送し、被ばく医療班に引き渡す。 
イ 確保すべき資機材で確保先から救護所、新潟大学医歯学総合病院または県

立がんセンター新潟病院へ直接搬送することが有利な場合は、確保先の協力

を得て搬送等を行う。 
ウ 県庁に残った地域医療政策課職員は、緊急時医療本部長の指示により、県

地域医療政策課が県立がんセンターに貸与している資機材を指定された場所

に搬送する。 
エ  搬送等が終了した時は、緊急時医療本部長は保健医療教育部長にその旨を

報告する。 
オ 救護班については、「災害時医療救護活動マニュアル」に基づく救護装備

を携行する。 
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５．関係医療機関との連携 
（１）原子力災害拠点病院（新潟大学医歯学総合病院、県立がんセンター新潟病院） 

 緊急時医療本部長は、スクリーニングポイントの住民検査班及び原子力災害医

療協力機関から、被ばく医療の必要な患者について報告があった時は、保健医療

教育部長に速やかに報告する。 
 保健医療教育部長は、緊急時医療本部長を通じて、新潟大学医歯学総合病院ま

たは県立がんセンター新潟病院に受入を要請するとともに、緊急時医療本部長は

市町村消防本部等と連携しスクリーニングポイント等からの搬送が円滑に行われ

るようにする。また、必要に応じて高度被ばく医療支援センターに、新潟大学医

歯学総合病院または県立がんセンター新潟病院の支援を依頼する。 

 

原子力災害拠点病院の役割分担 
 

医 療 機 関 主な役割 

新潟大学医歯学総合病院 ・原子力災害医療派遣チームの配置 

・高線量被ばく患者に対する除染・専門的治療 

・教育研修・訓練の実施等 

県立がんセンター新潟病院 ・ホールボディカウンタによる内部被ばく検査 

・比較的軽度の被ばく患者に対する除染、治療等 
 
 ※新潟大学医歯学総合病院は主に救急搬送される被ばく患者の受入れを行い、 
  がんセンター新潟病院は主に汚染が残る軽症患者（ウォークイン）の受入れを行う。 
 
（２）高度被ばく医療支援センター（福島県立医科大学） 

 保健医療教育部長は、緊急時医療本部長から高度被ばく医療支援センターへの

搬送の必要性について報告を受けた場合には、県災害対策本部長に速やかに状況

報告する。 
 県災害対策本部長は国の現地災害対策本部長と協議し、福島県立医科大学に患

者を転送する。 
 その際、保健医療教育部長は緊急時医療本部長に指示し、自衛隊と連携し、新

潟大学医歯学総合病院または県立がんセンター新潟病院等からのヘリコプターに

よる転送が円滑に行われるようにし、関係市町村等にもその旨を通知する。 
 

（３）原子力災害医療協力機関、一般医療機関 
  緊急時医療本部長は、スクリーニングポイントの住民検査班又は被ばく医療班

から、原子力災害医療協力機関や一般医療機関への搬送が必要な患者について報

告があった時は、保健医療教育部長に速やかに報告する。 
 保健医療教育部長は、緊急時医療本部長を通じて、市町村消防本部等と連携し

搬送が円滑に行われるようにする。 
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６．県外関係機関への応援依頼 
 保健医療教育部長は、原子力災害医療に必要な人員や資機材を県内で確保するこ

とが難しいと判断した場合は、県災害対策本部を通じて下記の機関に応援を依頼す

る。 
 

（１）原子力災害医療・総合支援センター 
 本県を担当する原子力災害医療・総合支援センターを持つ福島県立医科大学

に、原子力災害医療派遣チームの派遣を要請する。 
 

（２）原子力発電関係団体協議会の応援主管道県 
   ・「原子力災害時の相互応援に関する協定」に基づくもの。 
 

（３）量子科学技術研究開発機構 
  量子医学・医療部門 高度被ばく医療センター 

・住所 千葉県千葉市稲毛区穴川４丁目９番１号 
・℡    ０４３－２５１－２１１１ 

 

（４）独立行政法人日本原子力研究開発機構 
  原子力緊急時支援・研修センター 

・住所 茨城県ひたちなか市西十三奉行１１６０１番１３ 
・℡    ０２９－２６５－５１１１ 

  原子力緊急時支援・研修センター福井支所 
・住所 福井県敦賀市縄間５４号大西平６番２ 
・℡    ０７７０－２０－００５０ 

 

７．安定ヨウ素剤の取扱いの概要 
 原子力災害が発生した場合、放射性物質として気体状のクリプトン、キセノン等

の放射性希ガスとともに、揮発性の放射性ヨウ素が周辺環境に放出される可能性が

ある。このうち、放射性希ガスは外部被ばくにより、放射性ヨウ素は主として内部

被ばくにより、人体に影響を与えることが想定される。 
 人が放射性ヨウ素を吸入し体内に取り込むと、放射性ヨウ素は甲状腺に選択的に

集積するため、放射線の内部被ばくによる甲状腺がんを発生させる可能性がある。

この内部被ばくに対しては、安定ヨウ素剤を予防的に服用すれば、放射性ヨウ素の

甲状腺への集積を防ぐことができるため、甲状腺への放射線被ばくを阻止・低減さ

せる効果がある。 
 ただし、安定ヨウ素剤の服用は、甲状腺以外の臓器への内部被ばくや希ガス等に

よる外部被ばくに対して、放射線の影響を防護する効果は全くないことに留意する

必要がある。 
 なお、安定ヨウ素剤とは、ヨウ化カリウムの錠剤、ゼリー剤を指す。 
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また、安定ヨウ素剤の事前配布体制及び緊急時における配布体制の整備に関して

は、新潟県安定ヨウ素剤配布計画による。 
 

８ 原子力災害時におけるメンタルヘルス対策 
 

（１）必要性 
原子力災害時には、放射線による被ばくや放射性物質による汚染に対する不安

や、被ばくや汚染が身体的な健康に影響を及ぼす不安（以下「健康不安」とい

う。）等の心理的不安が生じるとともに、避難等の措置が実施された場合には、生

活環境の変化等が精神的負担となることが考えられるため、メンタルヘルス対策を

適切に行う必要がある。 
 

（２）原子力災害時における健康不安の特徴 
放射線や放射性物質の存在は、五感で感じることができないため、自然災害の場

合と異なり、痛みや目撃などの直接的な体験が少ないことが、主な特徴である。 
一方、避難等の措置が実施された場合の生活環境の変化等に伴う精神的負担は、

基本的には自然災害と共通であると考えられる。 
 

（３）基本方針 
 ① 原子力災害の経過と必要な対応 

原子力災害に伴う精神的負担及び心理的負担は、災害の経過とともに変化する

ため、その変化に応じた対策をする。特に原子力災害発生直後の対応は重要であ

り、避難等の措置が確実に実施されることはもちろんのこと、周辺住民等が必要

としている情報を適切に提供する。その後は、周辺住民等に生じた精神的負担及

び心理的変化を的確に把握し、周辺住民等が必要とする援助を適切に提供する。 
 

 ② 適切な情報提供の必要性 
放射線や放射性物質の存在は五感で感じることはできず、被害の程度など災害

による影響がわかりにくいため、周辺住民等が不安を抱くことがある。このた

め、適切な情報提供が周辺住民等のメンタルヘルスを考える上で重要である。原

子力災害発生後に、被ばくによる身体的な健康影響に関し情報提供を行う際は、

被ばく線量、放射線による身体的な健康影響等の情報を、分かりやすい形で提供

することが重要である。 
 

 ③ メンタルヘルス対策体制 
県災害対策本部設置後、緊急時医療本部は、国等の関係機関と連携し、周辺住

民等のメンタルヘルス対策に配慮する。 
原災法第15条第４項に基づく原子力緊急事態解除宣言発出後（以下「事後対

策」という。）は、国等が開設する相談窓口の状況を踏まえ、必要に応じて県地
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域振興局健康福祉（環境）部、市町村保健センター等に健康相談窓口を設置す

る。 
 

（４）関係機関の対応 
 ① 県災害対策本部の対応 

県災害対策本部報道機関連絡班は、情報の一元化及び内容の的確性に十分配慮

し、周辺住民等への広報を行う。 
緊急時医療本部は、高度被ばく医療支援センターの助言の下、報道機関連絡班

等と連携し、被ばく線量、放射線による身体的な健康影響等周辺住民等の健康に

関する情報が、適切に広報されるよう対応する。 
また、広報された情報については、周辺の県地域振興局（支局）健康福祉（環

境）部等や市町村、医療機関等関係機関にも提供する。 
 

 ② スクリーニングポイントでの対応 
住民検査班が、スクリーニング、除染及び安定ヨウ素剤予防服用を実施する時

は、救護班は、市町村と連携し、避難住民の健康不安の軽減に努める。 
特に、ＧＭサーベイメータ等による汚染検査を実施することで、五感で感じる

ことができない汚染や被ばくを目に見える形で示すことは、避難住民の健康不安

に対応する上で重要であり、その際は、汚染の有無やその影響について分かりや

すく十分な説明に配慮する。 
 

 ③ 相談窓口での対応 
事後対策として、県地域振興局健康福祉（環境）部等、市町村保健センター等

に健康相談窓口を設置し、保健師、精神保健福祉相談員等が住民の健康不安に対

応する。また、その際は、相談者のプライバシー保護に留意する。 
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別表 原子力災害医療活動用資機材の確保 
 
１ 通 信 機 材 

種  類 確  保 備      考 

携帯、車載、 
可搬型無線機 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

県管財課通信管理

室又は県柏崎総合

庁舎、 
県柏崎地域振興局

健康福祉部から借

用 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 １ 保有状況 
  ①  携帯無線機 
    ・県管財課通信管理室４台 
   ・県柏崎総合庁舎２台 
   ・県柏崎地域振興局健康福祉部１台 
  ②  車載無線機 
     ・県柏崎総合庁舎２台 
   ・県柏崎地域振興局健康福祉部１台 
  ③  可搬無線機 
     ・県管財課通信管理室１台 
   ・県柏崎地域振興局健康福祉部１台 
 ２  通信範囲 
  （県災害対策本部に基地局設置） 
     全県移動波、防災相互波 
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２ 原子力災害医療用資機材 
 

原子力災害医療用資機材の整備状況 
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３ 除染用シャワー設備等 

種 類 確      保 備  考 

 シャワー設備 
 
 

１ 被ばく医療センターの設備を使用する。 
２ 自衛隊資機材等の協力による。 
３ 県保有の組立式シャワー設備を使用する。 

 
 
 

 貯 留 設 備 
 

１ 空地に貯留池を掘削し、ビニール等で地下

 水に浸透しないようにする。 
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第３章 原子力災害医療活動の具体的な手順 

 

 原子力災害時における医療活動には、大きく分けて初期対応と原子力災害医療機関

における医療がある。 

 初期対応には、防護措置としての住民の避難、一時移転の際の避難退域時検査

（スクリーニング）・簡易除染等の活動と避難所に設置した救護所における傷病者

への医療救護や搬送支援、原子力災害医療協力機関における被ばく傷病者等の初期

診療及び救急医療等がある。 

 原子力災害拠点病院における医療には、汚染の有無に関わらず傷病者等を受け入

れ、被ばくがある場合には線量測定、除染処置及び専門的医療対策の実施や、必要に

応じた入院診療等がある。 

 本章ではこの２つの対応の具体的な手順を記載する。 
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１．避難退域時検査（スクリーニング）・簡易除染 

  

 原子力災害時においては、国、県及び関係市町村等は、放射性物質が放出される

前に予防的に実施する避難の指示を行うほか、放射性物質が放出された後に緊急時

モニタリングの結果により必要があると判断された場合には、ＯＩＬ（Operational 

Intervention Level：運用上の介入レベル）に基づく防護措置として住民に避難や

一時移転（以下「ＯＩＬに基づく避難」という。）の指示を行う。 

ＯＩＬに基づく避難の際に、避難や一時移転する者の汚染状況を確認することを目的と

して実施される検査のことを「避難退域時検査（スクリーニング）」と言い、本県では、国の

定める避難退域時検査の手法により行う。  

スクリーニングポイントは原則、原子力災害対策重点区域の境界周辺（境界から概

ね数㎞の範囲）の場所であって、住民等の避難経路上に設置することとし、待機場

所、汚染検査場所、除染場所などのエリアを設け実施する。 

 スクリーニングポイントにおける初期対応は、運営班、住民検査班、車両検査班が

行う。 

 スクリーニングの検査及び簡易除染の方法等の詳細は「新潟県避難退域時検査

（スクリーニング）・簡易除染マニュアル」を参照。 

 

２．原子力災害医療機関における初期対応の医療活動 

 この項では、原子力災害時における医療機関の対応について、医療機関により施

設、設備等の状況は異なることを踏まえ、標準的な事項について示すものとする。 

 

2.1 役割 

（１）対象となる傷病 

 病院である原子力災害医療協力機関における初期対応は外来診療を原則とし、

対象となる傷病の分類は次の通りとする。 

    ・汚染、被ばくのために直ちに診断・治療を要する者 

    ・汚染、被ばくに外傷や疾病等を合併している者 

    ・避難所等及び救護所から後方搬送されてきた者 

 

2.2 人員及び役割分担 

・被ばく者等が１人の場合の標準的な人員配置と役割分担は、次のとおりであ

る。 

   【管理区域内】 

医師：２名 

 

 

 

 チームリーダーの医師は、処置室内での処置手順、

内容等の指揮、患者の状態を処置室外へ伝達する情報

内容の整理等を担う。 

 もう１名の医師は、以下の役割を担う。 

①被ばく者等を迎えに出る。 
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②被ばく者等の除染、処置等を行う。 

③汚染対策のため、ゴム手袋やゴム長靴をはく時のテ

 ープによる目張りや個人線量計等の装着を手伝う。 

④処置室、廊下等を防水シートで覆うなど、汚染に対

 する養生を行う。 

看護師：２名 
 
 
 
 
 

①被ばく者等を迎えに出る。 

②被ばく者等の除染、処置等の介助を行う。 

③被ばく者等の血圧、脈拍の測定等を行う。 

④汚染測定結果等を記録する。 

⑤テープによる目張りや個人線量計等の装着を手伝 

 う。 

⑥処置室、廊下等を防水シートで覆うなど、汚染に対

 する養生を行う。 

診療放射線技師 
：２名 

 

 

 

 

 

 

 

 

①汚染管理を行う。 

②放射線を測定する。 

 ・救急隊員と救急車両の汚染の有無と程度 

 ・患者の汚染の有無と程度と除染効果の判定 

 ・スタッフの汚染の有無と程度 

 ・鼻腔スメアや口角スメア等の汚染の有無と程度 

 ・患者退出時の体表面汚染の最終判断 

 ・医療スタッフ退出時の体表面汚染の最終判断 

③テープによる目張りや個人線量計等の装着を手伝 

 う。 

④処置室、廊下等を防水シートで覆うなど、汚染に対

 する養生を手伝う。 

⑤退出時に患者やスタッフの汚染検査を行う。 

事務職員：１～２名 

 

 

 

・医療スタッフを召集する。 

・処置室、廊下等を防水シートで覆うなど、汚染に対

 する養生を行う。 

・被ばく者等の状態、処置状況等の院内連絡を行う。 

・電話、ＦＡＸ等により関係機関との連絡を行う。 

・事業所等が廃棄物等を回収する作業を手伝う。 

・救急隊員及び救急車内部の汚染検査は、可能な限り受け入れ施設の診療放射

線技師が実施する。 

・同時に２人以上を受け入れる場合等では、特に医療従事者に汚染が発見され

る場合に備え、管理区域内の要員を中心に交代要員を配置しておくことが望

ましい。 

・必要に応じ、除染室、処置室等の空間線量率の検査を行う診療放射線技師

（事業所から随行してくる放射線管理要員に測定してもらうことも可）や警

備等を行う事務職員等の配置、汚染検査測定結果（被ばく者等本人、医療従

事者、廃棄物、室内等）の記録を行う者を数人に分けること。 

 

2.3 処置室の要件と必要物品 

（１）処置室の要件 
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  診療を行う処置室は、以下の条件を満たすことが望ましい。 

・搬送機関から被ばく患者の受け渡しをする場所から近いこと 

・ストレッチャーを２台以上収容し、診療できるスペースがあること 

・被ばく患者の搬入経路と一般患者が区分できること 

・診療に直接関係のない固定施設等が少ないこと（汚染拡大防止のた

 め、不要な物品等は処置室から搬出又は養生を行う必要があるた 

 め） 

・部屋の近くに更衣できる場所を確保できること 

・汚染物の入ったポリ容器・袋等を一時保管できる場所があること

（別室可） 

・除染に使用した洗浄水等を一時保管できる場所があること（別室 

 可） 

・汚染防止のため、部屋の床等を防水性の滑りにくいシート等で覆う

 ことができること 

・複数の被ばく患者に対応するため、一時的な待機場所、トリアージ

 のための場所が確保できること 

 

（２）必要物品 

・原子力災害医療の実施に備え、次の物品を常備する。 

・なお、常備できない物品については、あらかじめ新潟県地域医療政策課

と協議し、緊急時の速やかな調達手段を確保しておくこととする。 

  ①原子力災害医療用資機材 

用 途 資 機 材 
線量 
測定 

 

 

 

 

 

 

 

 

・GMサーベイメータ、NaIシンチレーションサーベイメータ 
・個人線量計（警報器付ポケット線量計） 
・鼻腔・口腔スメア採取のための綿棒、生理食塩水、ビニ 

ール袋（大小） 
・静脈採血のための注射器、針、スピッツ等 
・嘔吐物を保管する容器、ビニール袋 
・除染に使用したウエットティッシュや洗浄液を入れてお 

くバケツやビニール袋 
・尿や便を保管する容器 
・創傷汚染を処置したガーゼや綿球を保管するビニール袋 
・ビニール袋に氏名、採取・保管時刻を記載する油性マジ 

ック数本 
・ダストモニタ 

汚染 
拡大 
防止 

 

 

 

 

 

・ベッドに敷く防水シート数枚 
・処置室内の機器を養生するビニール（大・小）、壁面養 

生用ビニール 
・処置室内の床等を養生する酢酸ビニールシート、ろ紙シ 

ート 
・テープ類（マスキングテープ、ガムテープ） 
・ラップフィルム類 
・治療・除染作業区域を区別するバリケード用ロープ等 
・除染用の防護着一式：手術着、マスク、キャップ、手術 
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 用手袋、くつカバー（長靴）、ゴーグル（フェースガー 
ド）、ゴム手袋 

除染 

 

 

 

 

 

 

・汚染周囲を覆うためのデッキシート、テープ 
・除染液の飛散を防ぐための紙パッド、紙おむつ 
・残存汚染部を覆うテガダーム、サージカルドレープ類 
・ウエットティッシュ（濡れタオル） 
・滅菌生理食塩水（洗眼器、洗髪器） 
・膿盆 大小各種、中性洗剤、オレンジオイル、スポンジ 
・洗浄用の注射器、留置針など 
・外傷処置のための医療器具一式 
・口腔、外耳、鼻腔等除染のための綿棒 

医薬品 

 

 

・ヨウ化カリウムの製剤（大量の放射性ヨウ素の放出があ 
った場合） 

・放射性物質の体内取込みに適用するキレート剤の用意ま 
たは入手方法の検討 

   ②一般医療用資機材 

・バイタルサイン測定用（聴診器、体温計、モニタ類） 
・ルート確保（駆血帯、点滴スタンド、留置針、点滴セット）一般救
急薬品 
・救急処置セット（挿管セット）、心電計、人工呼吸器 

・消毒セット（綿球、万能壺、長鑷子、消毒剤等） 
・超音波診断装置、ポータブルＸ線撮影装置、 
・記録用（マジック、ボールペンなど） 
・ストレッチャー、処置台（汚染作業区域内で汚染用、非汚染用） 
・リネン類（シーツ、毛布、バスタオル、タオルなど） 
・その他（情報をスタッフ全員に周知のため、ホワイトボードなど） 

     ※可能な限りディスポ製品を使用する。 
 

  ③記録用紙 

 

2.4 被ばく患者の受入準備 

原子力災害医療機関は、放射性物質による汚染の可能性を否定できない者に

係る診療依頼（又は被ばく患者発生の第一報）があった場合、被ばく患者の受

入準備を行う。 

（１）情報収集 

 原子力災害医療機関が汚染や被ばくを伴った患者の診察依頼を受けた場合に

は、少なくとも、第一報では、いつ、どこで、何が起こったかという情報を把握

する必要がある。 

 なお、患者の受け入れ準備等を行うための以下の情報は、原子力発電所やスク

リーニングポイントの住民検査班や避難所に設置した救護班の連絡担当者から提

供される。 

・いつ、どこで、何が起こったか 

・被ばく患者の状態（重症度）、症状 

・被ばく患者の汚染について 
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     汚染（可能性）の有無、汚染検査実施の有無、汚染の部位・ 

   程度、除染実施の有無、除染結果 

・考えられる放射性核種（特にα核種の関与の有無） 

・被ばく患者の被ばくの程度（被ばく線量） 

・被ばく患者の人数 

・汚染拡大防止のため、被ばく患者の汚染の有無の確認が重要となる。 

・混乱等により情報が不明確な場合は、汚染の可能性があることを想定

し、汚染拡大防止措置を含めた受入準備をすること。 

・このうち、患者に放射性物質による汚染の可能性があるか否かという情報を

収集し、確認することが重要となる。ただし、事故初期では情報が乏しかっ

たり、不正確であることは珍しくないため、汚染の可能性があると考えて受

け入れ準備を行うべきである。 

 

（２）医療スタッフの招集 

 被ばく患者発生の第一報（又は診療依頼）があった場合、直ちに院内の原

子力災害体制を立ち上げるため、原子力災害医療に係るスタッフを招集す

る。 

   

（３）汚染拡大防止措置 

   ①放射線管理区域の設定 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・処置室を放射線管理区域に設定し、区域への人・物の出入を必要最

 小限に制限する。 

・処置室からの人の退出については、被ばく患者の退出が完了するま

 で原則禁止する。 

・処置室から出る人・物については、ＧＭサーベイメータ等による汚

 染検査を必ず実施する。 

・身体表面に汚染がある場合は、除染する。 

・汚染した物品については、ビニール袋等に入れる。 

・処置室の入口に、ロープ等を張り、人、物品の出入りの管理及び汚

 染検査を実施する人員を配置する。 

      

    ②処置室等における準備 

・医療機関のストレッチャーを養生する。ストレッチャーの上に防水

 性滅菌シーツ等を数枚敷く。 

・処置室内の移動可能なものを一旦全て室外に搬出後、床を養生 

 し、床から５０㎝程度の壁面についても養生する。 

・処置台（ストレッチャー）の直下及び周囲にろ紙シートを敷き、 

汚染作業区域とする。 
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・使用の可能性の有る資機材等については、ビニール等で覆うなど 

養生を行う。特に電話（受話器）に留意する。 

・処置室にある使用しない資機材等のうち、移動可能なものは室外 

に移動し、移動不可能なものはビニール等で覆う等養生を行う。 

・ポリバケツ、ビニール袋を用意する。 

・サーベイメータにより、処置室、被ばく患者の搬送経路のバック 

グラウンド数値を測定する。（汚染有無確認の基準とする。） 

    

  ③医療スタッフの防護措置 

 基本的には、防水性の手術着やゴム手袋等とアラーム線量計の装着によ

り、医療スタッフはあらゆる被ばく者等を安全に取り扱うことができる。 

・医療スタッフは、放射線防護用の装備に着替え、個人線量計を装 

着する。 

・基本的な装備は、防水性手術着、手術用ゴム手袋（２枚重ね）、 

手術用マスク､手術用帽子、フェイスガード（又はゴーグル）、ゴ

ム長靴（又はシューズカバー） 

・手術衣の重ね部位、シューズカバー開口部、内側の手袋の袖口を 

テープで目張りする。 

・内側の手袋の手の甲部分にマジックで「×」と記入する。 

・処置中は、汚染部の処置ごとに外側の手袋の汚染検査を行うか、 

又は取り替える。 

・防水性手術着の胸部、背部に職名・氏名をマジックで大きく記入 

する。 

・個人線量計の取り付け位置は、男性は胸部、女性は腹部とし、直 

接被ばく患者の処置を実施する医師等については、処置中、確認 

のため取り出せる位置に装着する。 

・Ｘ線撮影用の鉛エプロンは、作業効率低下等の懸念から使用しな 

い。 

 

   ④放射線に対する防護 

         処置時間、放射性物質の遮へい、放射性物質との距離に留意し、放射

    線を防護する。 

・処置を効率よく行い、処置に要する時間の短縮に努める。（時  

間） 

・α線：手術着、ゴム手袋等で防護可能。（遮へい） 

・β線：手術着等でかなり防護可能。（遮へい） 

     長ピンセット等の使用により汚染物質（又は線源）からの 

    距離をとる。（距離） 
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・γ線：長ピンセット等の使用により汚染物質（又は線源）からの 

    距離をとる。（距離） 

・個人線量計等により医療スタッフの被ばく線量を計測し、一定以 

上の被ばく線量が計測された場合、他のスタッフと交代する。  

（時間） 

 

（４）医療処置にあたっての留意事項 

  ①被ばく患者の到着 

1)医師、看護師等が被ばく患者搬入口で、搬入車両を迎える。 

2)被ばく患者の持ち物等を入れる大きなビニール袋を用意しておく。 

3)救急隊員等から被ばく患者の引継ぎを受ける。 

4)被ばく患者のバイタルサインを確認する。バイタルサインが不安定の場合、

救命処置を優先する。 

5)被ばく患者の汚染状況（部位、程度等）を確認する。 

6)被ばく患者搬入口で、被ばく患者を搬送車両から医療機関のストレッチャー

に移し換える。 

   【受入準備完了以前に被ばく患者が来院した場合の対応】 

・被ばく患者の全身状態が安定しており待てる状態であれば、準備が完了す

るまで搬送車両内で待機してもらい、早急な準備完了に努め、準備完了次

第被ばく患者を搬入する。 

・被ばく患者の全身状態が悪い場合、医師等は前述の医療スタッフの防護措

置を行った後、搬送車両の中に入り被ばく患者のバイタルサインを確認

し、必要な救急救命処置を行う。また、早急な準備完了に努め、準備完了

次第被ばく患者を搬入する。 

   【一度に多数の被ばく患者が来院した場合の対応】 

    ・トリアージを行い、優先順位を明確にして処置を行う。 

    ・バイタルサインを確認し、必要な救急救命処置を行う。 

・全身状態の悪い被ばく患者が多数の場合、院内に応援を求める。院内のみ

では対応できない場合、他の原子力災害医療機関に応援、被ばく患者の受

入れを要請する。 

 

  ②搬入口から処置室への移動中 

   ・ストレッチャーからの、被ばく患者の吐物、血液等の落下に注意する。 

 

  ③処置室 

1)粉末状の放射性物質の付着が疑われる場合には、除染が完了するまで、拡散

防止のため、空調設備・換気扇を停止する。 

2)処置室における汚染拡大防止措置は、手術室における清潔操作に準じて行

う。 
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3)除染に使用した洗浄水、被ばく患者の吐物、衣服等、処置に使用したガーゼ

等放射性汚染物などを別々に区分し、一時保管する。 

 

2.5 医療処置の手順 

（１）患者のバイタルサインの安定化を図る。 

（２）患者の全身状態を把握し、救命処置等を優先して行う。 

（３）除染処置を行う。 

   ①創傷汚染の処置 

 事故現場やスクリーニングポイント等での脱衣及び簡単な除染等により、

汚染の大部分は除去される。したがって、事故現場やスクリーニングポイン

ト等での除染にもかかわらず、汚染を伴って原子力災害医療協力機関に搬送

される場合は創傷汚染の可能性が高いことに留意する必要がある。 

1)創傷汚染がある場合、内部被ばくの可能性があるため、できるだけ早期

に、放射性物質の体細胞、組織への取り込みを防止するための措置をと

ることが重要である。 

2)除染に使用した水などの飛散により汚染部位が広がらないよう、傷口以

外の体表面をビニール、サージカルドレープなどの防水被覆材で覆う。 

3)滅菌生理食塩水で、３分以上傷口を洗浄することにより除染を行う。 

4)除染効果を判断するため、一回の除染作業が終了したら、傷口から水や

血液、汚染されたガーゼ等を取り除き、ＧＭサーベイメータにより汚染

検査を行う。 

5)なお、洗浄による除染が不十分な場合は、手術的方法（局所麻酔下での

ブラッシング、組織切除等）による放射性物質の除去について考慮す

る。局所麻酔のため注射針を刺入する場合、放射性物質を体内に押し込

まないよう、刺入部位を除染した後、実施する。 

 

   ②皮膚表面の除染 

1)皮膚表面汚染の除染は、第一に汚染された創傷部、目、鼻、口など開口

部に近い皮膚、最後に健常皮膚の順で行う。 

2)健常皮膚の除染は、汚染が高いレベルの箇所から、低いレベルの箇所の

順に行う。 

3)除染にあたっては、擦過傷や炎症を起こさないよう、刺激の少ない方法

から始め、徐々に強い方法に移行する。 

4)長ピンセットを使用するなど、放射線源からの距離の確保に留意する。 

 

   ③開口部の除染 

    口腔内 

1)練り歯磨き粉で歯を磨いた後うがいをする。うがいに用いた水を飲みこ

まないように指導する。 
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    鼻腔・目・外耳道内 

1)鼻腔の汚染がある場合、鼻をかんでもらう 

2)医師が洗浄を行う 

3)目の汚染は、内側から目尻にかけて水道水、滅菌生理食塩水により洗浄

する。 

4)耳の汚染は、鼓膜に損傷がない場合、耳用注射筒を用いて外耳を洗浄す

る。 

 

  ④健常皮膚の除染 

1)第一段階：ぬるま湯にした水道水で、柔らかいブラシかスポンジを用い

て静かに洗浄する。 

2)第二段階：薬用石鹸又は２～３％の中性洗剤を用い、３～４分ブラッシ

ングし、２～３分間ぬるま湯ですすぐ。柔らかい布かペーパーでふきと

り乾燥させ、測定を行いつつこれを繰り返す。 

3)第三段階：簡単な除染によっても汚染物が残る場合は、水で１０倍に希

釈したオレンジオイルを用いる。 

 

   ⑤頭髪、頭部の除染 

1)汚染した毛髪は、濡れた紙タオルなどで拭う。 

2) 拭った後に、拭き取りが不十分な場合は、ぬるま湯でシャンプーを用い

た洗髪を繰り返し行い除染する。洗浄液には放射性物質が含まれている

可能性があるため、皮膚への汚染拡大を防止するよう注意するととも

に、洗浄液が目、鼻、耳、口に入らないように注意する。 

3)頑固な汚染の場合、バリカンやハサミで毛を慎重に刈るのはよいが、皮

膚を擦り傷つける剃毛をしてはならない。 

 

   ⑥全身が広範囲に汚染されている場合 

1)診療放射線技師の助言、支援等を得て、シャワーにより除染する。 

2)この場合、洗浄液が跳ねて患者の目、鼻、口、耳に入らないよう注意す

る。 

 

   ⑦内部汚染が疑われる場合の処置 

1)汚染核種、汚染の程度により対応を検討する。 

2)口角・鼻腔スメアによる簡易評価の程度を診療放射線技師と検討して、

鼻腔汚染が１ｋＢｑを超えると判断される場合、原子力災害拠点病院又

は高度被ばく医療支援センターへの相談又は搬送を検討する。 

    

   ⑧その他の医療処置（合併損傷等の治療）を行う。 
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（４）汚染された物の措置 

  除染に使用した洗浄水、被ばく者の吐物、衣服等、処置に使用したガーゼ等、

放射性汚染物などを別々に区分し、一時保管する。 

 

2.6 線量評価の実施 

（１）事故状況、事故発生場所線量率、前駆症状、末梢血リンパ球数等から、急性放

射線症候群を起こすか否かを判断する。 

 

（２）被ばく患者が個人線量計を付けた状態で被ばくしている場合は、線量計の確認

を行う。明らかに急性放射線症候群が発症する可能性のある患者は、原子力災害

拠点病院に搬送する。また、判定が困難な場合は、高度被ばく医療支援センター

に搬送する。 

 

（３）放射性ヨウ素が放出される事故においては、甲状腺汚染レベルを推定するた

め、体表面汚染の除染後、甲状腺部にＮａＩシンチレーションカウンタをあて、

測定する。（測定機器、プローブ口径、測定値を記録する。）必要に応じて評価

について、原子力災害拠点病院又は高度被ばく医療支援センターに相談する。 

 

（４）創傷汚染の過小評価に留意する。創傷汚染の場合、創傷の深部等に放射性物質

が残留する可能性があり、線量測定の際、過小評価になるおそれがあることに留

意する。 

 

2.7 今後の治療方針の決定（トリアージ、搬送について） 

（１）原子力災害医療協力機関においては、臨床的評価と放射線学的評価を合わせた

総合評価を行い、入院診療を要する被ばく患者については、原子力災害拠点病院

又は高度被ばく医療支援センターへの搬送を検討する。 

 

（２）評価にあたっては、臨床的評価により入院の要否を決定し、次に放射線学的な

条件を考慮するものとする。 

 

（３）臨床的評価は、通常の外来で行う方法、考え方で評価する。 

 

（４）放射線学的評価は、前述の方法等により、大まかであっても迅速に行う。 

 

（５）放射線学的に入院を要する条件は次の場合などが想定される 

   ・全身被ばく線量が１Ｇｙ以上ある可能性がある場合 

    ・内部汚染がある場合 

    ・除染後も汚染が残存し、今後さらに汚染軽減処置が必要であると判断され

 た場合 
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    ・今後さらに線量評価を詳細に行う必要があると判断された場合 

 

2.8 医療処置終了後の措置 

（１）退 出 

 患者等の退出時には必ず身体汚染検査を行い、汚染のないことを確認する。 

 ただし、原子力災害拠点病院又は高度被ばく医療支援センターへの搬送を要す

る場合については、汚染部位を被覆するなど汚染拡大防止措置を講じた上で搬送

を行う。 

  ①被ばく患者の退出 

    （手術が必要な場合） 

・汚染が残存している場合はドレープ類で覆い拡大防止を行い、手術室に搬

送する。 

・ストレッチャーの上に敷いた滅菌シーツを交換する。 

・被ばく患者の全身の汚染検査を慎重に行う。 

・処置台と別のストレッチャーに滅菌シーツ、サージカルドレープ（大）を

敷く。 

・汚染がないことを確認のうえ、被ばく患者をストレッチャーに移す。移し

たストレッチャーの車輪等の汚染検査を行い、汚染がないことを確認のう

え、手術室に搬送する。 

（帰宅等する場合） 

・被ばく患者の全身の汚染検査を慎重に行い、汚染がないことを確認のうえ

退出する。 

・ろ紙シート等により、処置台（ストレッチャー）から処置室出口までを養

生するなど、処置室外に退出する際に、被ばく患者が汚染しないように措

置する。 

 

    ②医療スタッフの退出 

・診療放射線技師は必要に応じて他の者の退出の介助を行うとともに、汚染

検査を行う。 

・診療放射線技師は最後に退出する。 

・着衣等については、裏返しに脱ぐなど汚染拡大防止に留意すること｡ 

ア 外側の手袋をとり汚染検査を受ける。 

イ 表の手袋→フェイスガード→帽子→手術着→シューズカバー→内側

の手袋→マスクの順に脱ぐ。 

ウ 汚染作業区域の境界で椅子等を使用して、シューズカバーを脱ぎ、

片足ずつ汚染作業区域外へ出す。この時靴底の汚染検査を行う。 

エ 汚染作業区域外で内側の手袋をとり、診療放射線技師に渡す。 

        ・最後に全身の汚染検査を受け、汚染がないことを確認のうえ、退出する。 
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（２）後片付け及び処置室等の汚染の有無の確認 

①検査に使用する可能性のある廃棄物の保管先を確認する。 

 

②汚染した医療器具等の確認、保管、今後の処理方針を確認する。 

 

③処置室の資機材等の汚染検査を行い、汚染のないものは処置室外に搬出す

る。 

 

④養生のためのシート等の撤去は、診療放射線技師が行う。 

 

⑤汚染廃棄物を一括保管する。（危険物は別容器に入れる。） 

 

⑥診療放射線技師等は、養生撤去後、処置室内の汚染検査を行い、汚染がない

ことを確認する。汚染が確認された場合、除染を実施し、再度汚染検査を行

う。なお、汚染廃棄物は、すべて原子力発電所の放射線管理要員が回収・持

ち帰り、処理する。（危険物は別容器に入れて渡す。） 

 

⑦県に汚染の有無の確認を要請する。 

 

（３）メディアへの対応 

 医療機関は、被ばく患者への対応、被ばく患者の容体等について、県災害対策

本部の緊急時医療本部に報告するものとする。緊急時医療本部は、県災害対策本

部の報道機関対応を担当する班を通じて適宜情報の公開を行い、医療機関に風評

被害が生じないよう努める。 
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３．原子力災害拠点病院における医療活動 

 原子力災害拠点病院における医療は、原子力災害拠点病院である新潟大学医歯学

総合病院または県立がんセンター新潟病院において行う。 

 

 原子力災害拠点病院における医療は、放射線障害の観点から分類すると次のとお

りである。 
 
ア 外部被ばくによる障害のおそれがある者 
イ 体内汚染による障害のおそれがある者 
ウ 体表面汚染があり、除染が困難な者 
エ 汚染創傷がある者 
オ ア～エが混在したり、一般的傷病が合併している者 
 

 

 原子力災害拠点病院における医療の診断又は医療処置に当たっては、次の専門的

知識及び経験が必要であり、高度被ばく医療支援センターの専門的助言の下で対処

する。 
 
・放射線障害発生の可能性 
・放射性物質の大量体内取り込み及び沈着の起こる可能性 
・重篤度 
・放射性核種 
・実効線量 
 

 

 原子力災害拠点病院における医療で行われる主な医療処置は、次のとおりであ

る。 
 
① 生物学的試料（尿・血液等）採取 
② 初期対応における医療処置の情報把握 
③ 身体汚染検査 
④ 除染（皮膚、創傷、口・鼻・耳、体内汚染） 
⑤ 除染後の身体汚染検査・ホールボディカウンタによる全身計測 
※ 意識喪失等が認められる時は、救急医療処置を優先して行う。 
 

 

なお、原子力災害拠点病院では、高度被ばく医療支援センターに搬送の必要性

等について相談し、搬送の必要な場合は緊急時医療本部に報告する。 
  
高度被ばく医療支援センター（福島県立医科大学附属病院災害医療部） 
  電話(代表)：024-547-1111 内線3250、3251 
  電話(直通)：024-547-1541,1542  
  fax:024-547-1543 
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車両等による搬送 

措 置 不 要 

（除染不要） （除染必要） 

専門的医療処置必要 

措 置 不 要 

一般傷病 

治療必要 

一般傷病 

治療必要 

（一般医療） 

図３ 原子力災害拠点病院における医療の手順 
   

原子力災害医療棟（新潟大学医歯学総合病院内） 

        被ばく医療センター（県立がんセンター新潟病院内） 

 

 

 

          

         

 

 

 

 

      

 

  

 

搬送患者 

生物学的試料採取 

初期対応処置の情報把握 

医師の総合的判断、医療処置 

身体汚染検査 

医師の総合判断 

除  染 

除染後の身体検査 

全  身  計  測 

高度被ばく医療支援センター（福島県立医科大学付属病院） 

避

難

所 
医師の総合的判断 

県立がんセンター

新潟病院 

新潟大学 

医歯学総合病院 

  
一般医療機関 
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表３ 原子力災害拠点病院における医療施設の概要 

 

名 称 原子力災害医療棟 

所 在 地 

 

新潟市中央区旭町通1番町754 

（新潟大学医歯学総合病院内） 

建設年度 令和元年度 

施 設 の 

主な概要 

 

 

 

鉄筋コンクリート造 

  1,395㎡ 

・除染室及び被ばく線量測定室 

・蘇生処置室 

・汚染物保管室 

主な設備 

 

 

 

 

 

ホールボディカウンタ１台 

簡易体表面モニタ１台 

各種サーベイメータ 

ベータパネルΣ４台 

ポータブルエリアモニタ２台 

専用除染台 

                         等 

 

 

名 称 被ばく医療センター 

所 在 地 

 

新潟市中央区川岸町２丁目15－3 

(県立がんセンター新潟病院内) 

建設年度 平成１２年度 

施 設 の 

主な概要 

 

 

鉄筋コンクリート造（一部鉄骨造） 

        地上３階  610.01㎡ 

  ・除染室及び被ばく線量測定室 

  ・無菌室 

  ・無菌手術室 

主な設備 

 

 

 

 

 

 

 

救急処置・手術用資機材 

ホールボディカウンタ１台 

ハンドフットクロズモニタ３台 

各種サーベイメータ 

放射線核種分析装置１台 

放射性排泄物等保管用 冷蔵庫・冷凍庫 

専用除染台 

救急処置・手術用資機材 

                        等 
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3.1 医療処置開始前の準備等 

（１）班員は個人被ばく線量計（警報器付ポケット線量計）を装着し、氏名、機器№

を記録する。 

 

（２）看護師は医療用具、救急病室を準備し、放射線測定技術者は施設の床、壁等に

汚染防止のためのビニールを被せるなどの養生や、必要な機器の準備を行う。 

 

（３）除染作業を行う医師、看護師、放射線測定技術者は防護衣を着用する。 

 

（４）放射線測定技術者は救急車等及び救急隊員等の汚染測定を行う。 

 

3.2 医療処置の手順 

（１）初期対応の医療処置の情報把握と生物学的試料の採取 

 原子力災害医療担当医師は、被ばく患者の被災地住民登録票、スクリーニング

測定記録票、残存汚染除染記録票の写し等から、初期対応の医療処置担当医師の

処置状況等の情報を把握するとともに、適切な診断又は治療を行う。 

 この際、体内汚染の有無の判断や実効線量の評価等のため、看護師等は尿又は

血液等の生物学的試料を採取する。 

 また、被ばく患者の衣服等は適切に管理する。 

 

（２）原子力災害拠点病院における除染 

 初期対応の医療処置における除染が困難な者については、身体汚染検査後に除

染を行う。 

 

（３）除染後の汚染検査 

 各種サーベイメータによる検査やホールボディカウンタによる全身計測の結果

を受けて、医師が総合的な判断を下す。 

 

3.3 高度被ばく医療支援センターへの転送 

 原子力災害拠点病院における医療の結果、さらに放射線障害に対する専門的入院

診療が必要とされる被ばく患者（高線量被ばく患者や重篤な内部被ばく患者等、以

下の場合に該当する者）は高度被ばく医療支援センター（福島県立医科大学）での

医療処置が必要と判断し、緊急時医療本部長に報告する。 

 搬送は次の注意事項に留意して、原則として自衛隊のヘリコプターが行う。 

・搬送距離が長距離化することを考慮して、医療器材、介添者、移送手段等に

ついて、前もって十分検討し、準備しておく。 

・シーツや毛布で覆うと発汗し不快となり、その結果、嘔吐する場合があるの

で、予め廃棄物収納袋を準備しておく。 

・被ばく患者に対する検査、処置結果のデータなどの情報は、高度被ばく医
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療支援センターへ被ばく患者とともに送付する。このことにより、高度被

ばく医療支援センターでは、到着後直ちに被ばく患者に対する適切な医療

処置を行うことが可能となる。 

 

放射線障害に対する専門的入院診療が必要とされる被ばく患者 

１．治療が必要である内部被ばく患者 

 ①体外計測等によりキレート剤などの除染剤を含めた治療が必要と判

断され、原子力災害拠点病院で実施できない患者 

 ②α線放出核種を含む汚染患者 

 ③長期間の経過観察が必要とされた患者 

 ④一般の医療施設では、血液、排泄物等を含む放射線管理が困難な患

  者 

 ⑤熱傷・外傷等の合併症がある患者 

 ⑥汚染核種が不明で線量が大きいと予想される患者 

 

２．除染が困難であり、二次汚染等を起こす可能性が大きい体表面汚染

  患者 

 ①汚染が広範囲におよび放射線管理が困難な患者 

 ②複合核種で重度な汚染を伴い、核種の同定が困難な患者 

 ③損傷汚染があって、除染が困難な患者 

 

３．高線量外部被ばく患者を含め、原子力災害医療協力機関・原子力災

  害拠点病院では対応困難な患者 

 

3.4 高度被ばく医療支援センターへの搬送が不要の場合 

 原子力災害拠点病院における医療の結果、汚染のない一般的傷病者に対しては、

高度被ばく医療支援センターの助言を受けて、問診及び応急処置等を行い、さらに

悪化のおそれのある者は、県立がんセンター新潟病院及び新潟大学医歯学総合病

院、原子力災害医療協力機関等へ搬送する。また、汚染、一般傷病のない者は、避

難所等へ搬送する。 

 なお、搬送機関との調整は、緊急時医療本部長が行う。 

 

3.5 医療処置終了後の措置 

 被ばく患者及び医療スタッフの退出、後片付け及び処置室等の汚染の有無の確認

ならびにメディア対応に係る具体的な手順については、前述の初期対応における医

療処置終了後の措置に準じるものとする。 
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４．避難所に設置した救護所における医療活動 

  避難所は原子力災害時における避難先として、市町村の定める地域防災計画に 

基づき複数箇所設置される。 

  避難所に設置した救護所における初期対応は、救護班が行い、ここでは、その 

医療活動について記載する。 

  救護班は、被ばく等のない一般傷病者の医療救護を行う。 

 

〔活動内容〕 

 ・一般傷病者に対する初期救急医療（トリアージを含む応急処置） 

  トリアージは原則として医師が行う。 

 ・医療施設への搬送要請 

  救護所から医療施設への搬送が必要な傷病者については、市町村消防本部に 

搬送を要請する。 

 ・医療資機材等の補給要請 

  医療資機材等が不足した場合は、県災害対策本部に対して補給要請を行う。 

 ・軽症者への治療指導・衛生指導 

 ・死亡の確認 

  医師が行う。 

 ・医療救護活動記録及び県災害対策本部に対して報告 
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様 式 
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様式 １ 

 

 
様式  １ 

原 子 力 災 害 医 療 対 策 協 力 依 頼 書 
 
                            第     号 
                                                      年  月  日 
           様 
                    新 潟 県 原 子 力 災 害 対 策 本 部 長  
                                 （保健医療教育部緊急時医療本部扱い） 
 
 今般の原子力事故に際して、原子力災害医療を実施するに当たり、下記により協

力されるようお願いします。 
 
                                   記 
 
 １．区 分  準備・派遣・提供 
  ２．内 容 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
区 分 

 
内    容 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 要  員 

 
（職種・員数・業務内容等） 

 
 資 機 材 

 
（目的・機種・台数等） 

 
 派遣先又は搬送先 

 
 

 
 そ の 他 
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様式 ２                                                  №      

 

年  月  日 

 

初期対応医療活動報告 

 

  １ 救護班長  所属 

                  氏名 

 

 ２ 対応場所 （スクリーニングポイント・救護所（避難所等）） 

 

  ３ 避難住民の状況等 

・対象地域  柏崎市・刈羽村・その他（    ） 

・避難完了日時           年  月  日  午前・午後  ：      

 

 ４ スクリーニング班到着時間     年  月  日  午前・午後  ：      

 

 ５ 初期対応医療活動実施時間 

      年  月  日  午前・午後  ：     ～ 午前・午後     ： 

 

  ６ 実施状況 

 避難人数 
安定ヨウ素 
剤配布 

スクリーニン

グ 
 除染 救護班の処置 

新     生     児 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

新生児～３歳未満 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

３歳～７歳未満 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

７歳～13歳未満 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

13歳～40歳未満 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

妊  婦 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  合  計 
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  ７ 医療機関への搬送状況 

 （１）一般医療処置                   人数   人   

        病院名             

        搬送時間    年  月  日  午前・午後  ：      

 

 （２）原子力災害医療協力機関         人数   人  

    搬送先 

    搬送時間   年  月  日 午前・午後  ：    

 

 （３）原子力災害拠点病院           人数   人  

        搬送先 

    搬送時間    年  月  日  午前・午後  ：      

       （ 救急車・ヘリ ） 

 

  

８ 特記事項 

例：避難住民の状況、安定ヨウ素剤を服用しなかった者の理由 

      医療活動終了後の救護所の汚染検査結果、災害対策本部への要望等 

 

 

 

 

 

 

  ９  市町村避難所等担当者  所属 

                             氏名 

 

10 救 護 班 医 師 名       所属 

                        氏名 
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様式 ３ 

第  報 
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様式 ４ 

傷病者一覧表 
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様式 ５  

汚染・被ばく患者用カルテ（記録シート） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

処置の内容、採取した試料、汚染部位、汚染の程度を記録する。 
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様式 ６ 

残存汚染記録票 
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参  考  資  料 
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１．原子力災害医療の特徴等 
 
1.1 原子力災害医療の特徴 
（１）低頻度の事象に対する医療であること 

放射性物質による汚染及び放射性物質や放射線による被ばくは、頻度の低い事象

であるが、常日頃から適切な準備が行われてさえいれば、医療としての実効性を確

保することができる。 
（２）放射性物質や放射線に対する不安感があること 

放射性物質や放射線は、五感で感じることができないために、それらに対する不

安感がある。しかし、感染症などと比べると、放射線による人体への影響は、より

定量的に扱うことができる。 
 このため、医療関係者が原子力災害医療について基礎知識を持ち、日頃より十分

に研修や訓練を実施することにより、不安を感じることなく実践することが可能で

ある。 

（３）汚染や被ばくの測定が容易であること 
 放射性物質による汚染の程度や放射線の量は、サーベイメータや個人線量計等の

放射線測定器を用いて物理的に測定することが可能である。  
 
1.2 原子力災害医療と一般医療との相違点 
（１）汚染管理及び放射線防護が必要となること 

①医療関係者の被ばく線量の低減化を図るとともに、医療機器、壁、床等の汚染防

止、汚染の拡大防止等の放射線防護対策が必要となる。 
②医療関係者の健康被害やそれに対する不安を防ぐために、被ばく線量の管理を行

う。 
③放射性物質による汚染がある場合には、除染を行い、除染の効果を確認する。 
④除染に使用した資機材等については、汚染の有無を確認し、汚染が確認されたも 
のについては保管し、異常事態を発生させた原子力事業者へ引き渡す。 

（２）内部被ばく及び汚染創傷に対する処置が異なること 
①内部被ばくや汚染創傷に対する治療（洗浄、ブラッシング等）を行う必要がある。 
②汚染の拡大防止と同時に、放射性核種の同定や被ばく線量の評価のために、尿、 

便、吐しゃ物等の生体試料の管理が必要である。 
（３）線量評価に基づく治療方針を策定すること 

 被ばく患者の推定被ばく線量に基づく放射性物質や放射線による障害の程度を

考慮して治療方針を策定する。創傷、熱傷あるいは他の疾病を合併している場合に

は、これらを考慮に入れて総合的に判断する。 
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２．被ばくと汚染 
 
2.1 被ばくについて 
（１）外部被ばく 

全身又は体の一部が、遮へいされていない放射線源（放射性物質等）から放出さ

れる放射線にさらされることをいう。特徴としては以下が挙げられる｡ 
①  被ばくすると、放射線は体内に吸収されるか、又は完全に人体を透過する。 
② 外部被ばくを受けた者は放射能を持つわけではないことから、他の通常の患者 

と同様に扱って差し支えない。 
③ α（アルファ）線は皮膚の表面で阻止されてしまうので、ほとんど影響はない。 

β（ベータ）線も同様に皮膚の被ばく以外を考慮する必要はない。γ（ガンマ）

線は透過力が強いので、放射線の量によっては、人体の内部組織にも影響を与

える。 
④ 放射線源から離れれば（線源がなくなれば）、被ばくも少なくなる。 
⑤ 被ばく線量は、個人線量計やサーベイメータ等で比較的容易に測定できる。 

（２）内部被ばく 
放射性物質等を吸い込んだり、飲み込んだり、傷口から吸収した場合に放射性物

質が体内に入り、それによって受ける被ばくをいう。 
① α（アルファ）線は透過力は弱いが、エネルギーが大きいため、すぐ近くの細

   胞には大きな影響を与える。 
②  体内に取り込まれた放射性物質の多くは、人体の生理作用にしたがって、体内

  の特定の部位（臓器等）に沈着する性質がある。たとえば、放射性ヨウ素は甲状

  腺に集まり、甲状腺に被ばくを与える。 
③ 内部被ばくは、放射性物質が体内に存在する限り続く。しかし、放射性物質の体 

内残留量は、物理的な減衰と生物学的な減衰（新陳代謝等）の両方で減少する。  

 
図2.1  被ばくの形式 
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2.2 汚染について 
（１）身体表面汚染 

放射性物質等が人体表面、着衣に付着した状態をいう。主な問題点は、 
・他人や身の回りのもの等へ汚染が拡大すること 
・自身の体内汚染を起こすこと 
・汚染の原因となっている放射性物質により被ばくすること 

  などであることから、早急に適切な除染をする必要がある。 
（２）創傷汚染 

放射性物質等が傷口に付着して、毛細血管を経て体内に入り、内部被ばくの原因

となる。そのため、特に急いで医師の処置を要する。 
（３）外部被ばくとの違い 

外部被ばくを受けた患者は、診療を行う時点では被ばくはすでに過去のものであ

り汚染のような、汚染拡大防止策や除染等の特別な放射線学的な対策を必要としな

い。 
次の図で説明すると、図の下段のように人が線源の上を歩けば、被ばくした上、

汚染も受けることになる。図の上段のように線源を避けて歩けば外部被ばくだけで

ある。汚染したのは地面であり人の汚染は起こっていない。 

図2.2  外部被ばくと汚染 
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３．放射線の種類、性質、単位 
 
  主な放射線の種類と性質は、以下の表のとおりである。 

表3.1  放射線の種類と性質  
  種 類  本 質  透  過  力  備    考 

 α線  ヘリウム 
 の原子核 

   極めて小さく、紙１枚 
 で止められる。 

   体外からの被ばくはほとんど考 
 えなくてよいが、α線を出す物質 
 が体内に入ると危険度が高い。 

 β線  電子    小さい。厚さ数mmのア 
 ルミニウムやプラスチッ 
 クで止められる。 

   体外からの被ばくは皮膚の表面 
 だけ。β線を出す物質が体内に入 
 ると体内組織に影響を与える。 

 γ、Ｘ線  電磁波    大きい。鉛やコンクリ 
 ートなど密度の大きい物 
 質で止められる。 

   透過力が大きく、体外からの被 
 ばく原因の主要なものである。 

 中性子線  電荷を持 
 たない粒 
 子 

   大きい。水素を含む軽 
 い物質、水やパラフィン 
 で止められる。 

   原子核に入り、物質を放射性に 
 変えることがある。体内組織に大 
 きな影響を与える。 

 
◎ 緊急時に発電所から放出される可能性として、主として放射性希ガスや放射性ヨウ 

素が考えられる。放射性希ガスは、呼吸で吸い込まれても体内に留まることがないが、
発電所から出た放射性雲が上空を通過する際、放射性雲からのγ（ガンマ）線が外部被
ばくをもたらすことになる。放射性ヨウ素については、外部被ばくも考えられるが、直
接の吸入等によるγ（ガンマ）線の内部被ばくに注意が必要である。 

図3.1  α線、β線、γ線の透過力の比較 
 

表3.2  放射線の種類と性質  
  内容 意 味 新単位 旧単位 備 考 

 放射線に関す 
 る単位 

 線 量  人体への影響は 
 どうか 

 シーベルト 
  （Ｓｖ） 

  レム 
  （rem） 

 １Ｓｖ 
   ＝100 rem 

 放射能の単位  放射能  どれだけ放射線 
 が出ているか 

 ベクレル 
  （Ｂｑ） 

  キュリ 
   （Ci） 

 １Ｂｑ 
  ≒2.7×10-11Ci 
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４．個人線量計 
 

4.1 個人線量計の種類と特徴 

外部被ばくによる放射線の量を測定するために使用される個人線量計の種類と

特徴の概略を下表に示す。 

現場において、随時読み取りができる線量計は、ポケット線量計、電子式ポケッ

ト線量計、アラームメータであり、これらの線量計はγ線による被ばく線量を測定

するものが一般的である。被ばく医療に従事する関係者は、一定期間線量を積算し

て測定できる熱ルミネッセンス線量計等と即座に線量が読みとれるγ線用の電子

式個人線量計を組み合わせて使用するのが適当である。電子式線量計のみ単独で使

用する場合には、電源を切る際にその都度読み取り結果を確実に記録することを徹

底しなければならない。 

表 5.1  個人線量計の種類と特徴 

種類 測定範囲 特徴 

ポケット線量計 0～2mSv 被ばく線量が随時直読できる。 

専用の荷電器が必要。 

電子式ポケット線

量計 

0～10mSv シリコン半導体等を利用した固体検出器で

小型で測定範囲も広い。被ばく線量を随時

直読できる。 

アラームメータ 0～0.1Sv 検出器は、電離箱、GM 計数管、半導体等で、

積算線量が規定値に達すると警報を発す

る。 

熱ルミネセンス線

量計(TLD) 

10μSv～10Sv 小型で測定範囲が広い。専用の読み取り装

置が必要である。 

蛍光ガラス線量計 10μSv～10Sv フェーディングがほとんどなく、長期間の

モニタリングに適する。専用の読み取り装

置が必要。 

フィルムバッジ 0.1mSv～1Sv 精度良く測定できるが、フィルムの現像処

理等の前処理が必要となる。現場では被ば

く線量を確認できない。 

 

4.2 電子式線量計 

電子式線量計は、シリコン半導体検出器を使用した線量計である。デジタル表示

で被ばく線量が直読可能であること、警報機能を付帯できること、測定記録が通信

情報媒体にのりやすく、外部の信号処理システムとの連動により入退域管理、トレ

ンド管理等にも利用できることなどから、近年飛躍的に利用が拡がりつつある線量

計である。従来は、日管理や作業管理としての使用が主であったが、堅牢性や電子

技術の進歩によって信頼性が向上した結果、個人記録用の線量計としても利用が可

能となった。 

  測定対象の放射線はγ(Ｘ)線やβ線用が主である。 
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 特徴としては、以下の点が挙げられる。 

①作業中に被ばく線量（積算値･線量率）を随時、読み取ることが可能である。 

②警報機能を付帯させることによって、あらかじめ設定した被ばく線量値に近づ

いた段階で警報を発する。 

③低線量域から高線量域まで線量測定範囲が広い。 

④測定信号が情報通信機器と接続しやすく、入域や退域時の管理等、多目的な運

用が可能である。 

 

4.3 電子式個人線量計（アロカ製 ADM-112）の取扱い方法 

電子式個人線量計（アロカ製 ADM-112）の外観および各部の名前を以下に示す。

他の機種についても取り扱い方法は基本的に同じである。 
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電子式個人線量計（アロカ製 PDM-222VC） 

 

 

 
 

 

電源スイッチ 
（3 秒長押し） アラームランプ 

アラーム値 
セットボタン 

ALOKA PDM-222VC 


